
 
国立大学法人・研究開発独法における人件費削減に係る中期目標・計画について 

 
機関名 中 期 目 標 中 期 計 画 

Ａ国立大学 
(H22.4.1～H28.3.31) 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

 ２ 経費の抑制に関する目標 

 （１）人件費の削減 

  ① 「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）において示さ

れた総人件費改革の実行計画及び「経済財政運営と構造改革に関する基本

方針2006」（平成18年7月7日）に基づき、人件費削減の取組を行う。 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 ２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

 （１）人件費の削減 

  ①-1 人件費の計画的削減  

   □ 総人件費改革の実行計画による平成22年度までの削減目標を達成する

とともに、平成23年度までの削減を継続する。 

Ｂ国立大学 
(H22.4.1～H28.3.31) 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

 ２ 経費の抑制に関する目標 

 （１）人件費の削減 

  25．「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」

（平成１８年法律第４７号）に基づき、平成１８年度以降の５年間において

国家公務員に準じた人件費削減を行う。更に、「経済財政運営と構造改革に

関する基本方針2006」（平成１８年７月７日閣議決定）に基づき、国家公務

員の改革を踏まえ、人件費改革を平成２３年度まで継続する。 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 ２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

 （１）人件費の削減 

  63.「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」 

（平成１８年法律第４７号）に基づき、国家公務員に準じた人件費改革に取

り組み、平成１８年度からの５年間において、△５％以上の人件費削減を

行う。更に、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成１８

年７月７日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革

を平成２３年度まで継続する。 

Ｃ国立大学 
(H22.4.1～H28.3.31) 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

 ２ 経費の抑制に関する目標 

  ① 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」

  （平成18年法律第47号）に基づき、平成18年度以降の５年間において国

家公務員に準じた人件費削減を行う。更に、「経済財政運営と構造改革に

関する基本方針2006」（平成18年7月7日閣議決定）に基づき、国家公務

員の改革を踏まえ、人件費改革を平成23年度まで継続する。  

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 ２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

  ① 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平

成18年法律第47号）に基づき、国家公務員に準じた人件費改革に取り組

み、平成18年度からの５年間において、△５％以上の人権費削減を行う。

更に、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年7月

7日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革を平成

23年度まで継続する。 
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Ｄ研究開発独法 
(H24.4.1～H29.3.31) 

Ⅲ業務運営の効率化に関する事項 

２．人件費の抑制 

 事業の見直しによる管理部門の業務縮小等に伴う、職員の計画的合理化を図

る。 

 給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員

給与の在り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその

適正化に計画的に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表するものと

する。 

 また、総人件費については、政府の方針を踏まえ、厳しく見直しをするものと

する。 

Ⅱ業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

２．業務の合理化・効率化 

 （略） 

・給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役所員ｋ

中予の在り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその

適正化に計画的に取り組むととともに、その検証結果や取組状況を公表するもの

とする。また、総人件費については、政府の方針を踏まえ、厳しく見直しをする

ものとする。 

Ｅ研究開発独法 
(H20.4.1～H25.3.31) 

Ⅲ．業務運営の効率化に関する事項 

 （略） 

 また、総人件費については、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革

の推進に関する法律（平成十八年法律第四十七号）」等に基づく平成１８年度か

らの5年間で５％以上を基本とする人員の削減について引き続き着実に実施する

とともに、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（平成１８年７

月７日閣議決定）に基づき、人件費改革の取組を平成２３年度まで継続する。 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

３．総人件費改革への取組 

「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成十八年

法律第四十七号）」及び「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成

18年7月7日閣議決定）等を踏まえた総人件費改革の取組については、退職に伴

う補充の抑制や研究推進体制業務の合理化等により、平成23年度の人員数を平成

17年度の人員数に比較して6％以上削減する。なお、人員の範囲は、任期制を含み、

以下により雇用される任期制職員（以下、「総人件費改革の取組の削減対象外とな

る任期制研究者等」という。）を除く常勤役職員（以下、「総人件費改革対象の常勤

役職員」という。）とする。 

・競争的研究資金または受託研究もしくは共同研究のための民間からの外部資金に

より雇用される任期制職員 

・国からの委託費または補助金により雇用される任期制研究者 

・運営費交付金により雇用される任期制研究者のうち、国策上重要な研究課題（第

三期科学技術基本計画（平成18年3月28日閣議決定）において指定されている戦

略重点科学技術をいう。）に従事する者及び若手研究者（平成17年度末において

37歳以下の研究者をいう。） 

 


